
 
（別添） 

ロシアを仕向地とする貨物の輸出及び技術の提供の包括許可要件等の見直し 

 

令和４年２月２６日 

経済産業省貿易管理部 

 

１．目 的 

令和４年２月２６日、ウクライナをめぐる現下の情勢に鑑み、国際的な平和及び安全の維持を

図るとともに、この問題の解決を目指す国際平和のための国際的な努力に我が国として寄与する

ため、国際輸出管理レジームの対象品目のロシア連邦向け輸出の禁止等に関する措置を含む外国

為替及び外国貿易法に基づく措置について閣議了解された。同閣議了解に基づき、まずは、リス

ト品目のロシア連邦向け輸出及び役務の提供について、審査手続を一層厳格化することとし、「輸

出貿易管理令の運用について」（運用通達）等を改正し、ロシアを仕向地とする貨物の輸出及び技

術の提供について、包括許可の要件及び提出書類等を改める。 

 

２．改正内容 

（１）「輸出貿易管理令の運用について」（運用通達）関係 

 運用通達の別表第１「輸出許可等事務の取扱区分」中、別紙の「輸出令別表第１貨物に係る

許可事務の取扱区分」において、ロシアを「ち地域」に含め、「と地域①」及び「と地域②」か

ら除くことにより、ロシアを仕向地とする貨物の輸出及び技術の提供について、以下の改正を

行う。 

① 特別一般包括許可、特定包括許可及び特定子会社包括許可の対象外とする。 

② 許可申請に当たっての提出書類を変更する。 

③ 許可申請の窓口を原則本省とする。 

（２）「包括許可取扱要領」及び「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係

る提出書類及び注意事項等について」（提出書類通達）関係 

  国及び地域区分に関し、運用通達と同様の改正を行う。 

 

３．スケジュール 

令和４年２月２６日（土） 改正通達の公布 

３月 ５日（土） 改正通達の施行 

 

４．改正の対象 

（１）「輸出貿易管理令の運用について」（昭和 62年 11 月 6日付け輸出注意事項 62第 11 号・62 貿局第 322

号） 

（２）「包括許可取扱要領」（平成 17年 2月 25 日付け輸出注意事項 17第 7 号・平成 17・02・23 貿局第 1 号） 

（３）「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等

について」（平成 24年 4月 2 日付け輸出注意事項 24 第 18 号・平成 24・03・23 貿局第 1号） 
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